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下水汚泥のマテリアル利用の状況について最近の推移を図 1-1、図 1-2 に示す 1)。2007
年度における汚泥発生量は約 2.25 百万ｔ(乾燥重量)であり、その 76.3%を有効利用してい
る。その内訳を安定化先でみると、緑農地利用 14.5%、建設資材利用 61.2%(うちセメント
資源化 38.6%)、燃料化 0.7%となっている。ここ 10年間で有効利用の割合は大きな伸びを
示しているが、セメント資源化を除けばほぼ横ばいの状況である。また、処理形態では、
焼却灰 67.8%、コンポスト 10.8%、溶融スラグ 9.8%、脱水汚泥 8.5%の順になっている。 




















































































































































1) 乾燥重量で約 2.25百万 t(2007年度)が発生しており、このうち、緑農地利用は 14.5%、
建設資材利用は 61.2%(うちセメント資源化 38.6%)となっている 






























加盟国 調査年 汚泥発生量 農業利用量
A(DSt) B(DSt) B/A(%)
オーストリア 2006 252,800 38,400 15%
ベルギー
･ブリュッセル首都圏 2006 2,967 0 0%
･フランダース地方 2006 101,913 0 0%
･ワロン地方 2007 31,380 10,927 35%
デンマーク 2002 140,021 82,029 59%
フィンランド 2005 147,000 4,200 3%
フランス 2007 1,125,000 787,500 70%
ドイツ 2007 2,056,486 592,552 29%
ギリシャ 2006 125,977 56 <1%
アイルランド 2003 42,147 26,743 63%
イタリア 2006 1,070,080 189,554 18%
ルクセンブルク 2005 8,200 3,780 46%
オランダ 2003 550,000 34 <1%
ポルトガル 2006 401,000 225,300 56%
スペイン 2006 1,064,972 687,037 65%
スウェーデン 2006 210,000 30,000 14%
イギリス 2006 1,544,919 1,050,526 68%
小計EU15 8,874,862 3,728,638 42%
ブルガリア 2006 29,987 11,856 40%
キプロス 2006 7,586 3,116 41%
チェコ 2007 231,000 59,983 26%
エストニア 2005 26,800 3,316 12%
ハンガリー 2006 128,380 32,813 26%
ラトビア 2006 23,942 8,936 37%
リトアニア 2007 76,450 24,716 32%
マルタ Nd Nd nd
ポーランド 2006 523,674 88,501 17%
ルーマニア 2006 137,145 0 0%
スロベキア 2006 54,780 33,630 61%
スロベニア 2007 21,139 18 <1%
小計EU12 1,260,883 266,885 21%





表 1-2に 1998年および 2004年におけるUSの下水汚泥利用量と処分量を示す 7), 8)。1999
年の EPAの調査では、1998年に乾燥重量で年間 6.9百万 tの汚泥が発生したと推定してい
る。そのうち、60%がそのまま土地利用(41%)、高度処理後に土地利用(12%)、その他の有
効利用(7%、埋め立て地覆土や路盤材など)が行われた。通常の土地利用は病原性微生物に




利用は 66%から 70%に伸びるものと予想していた 7)。 
2007年の NEBRA(North East Biosolids and Residuals Association)の調査では、2004
年には年間 7.18 百万 t(乾燥重量)の汚泥が発生したと推定し、そのうち 49%を有効利用(そ
のまま土地利用 36%、高度処理後に土地利用 11%など)したが、45%は処分(焼却 15%、一





インディアナポリスなど)に集中していた。NACWA(National Association of Clean Water 
Agencies)汚泥委員会が収集した資料では、2004年に USには 234基の焼却炉があった。 
・汚泥に関する規制強化 
表1-2 USの下水汚泥有効利用量と処分量 7), 8)
1998年調査 2004年調査
百万DSt % 百万DSt %
有効利用量 土地利用*1 2.8 41% (36%)
高度処理 0.8 12% (11%)
その他 0.5 7% (2%)
小計 4.1 60% 3.5 49%
処分量 埋立 1.2 17% (28%)
焼却 1.5 22% (15%)
その他 0.1 1% (2%)
小計 2.8 40% 3.3 45%
その他 0.0 0% 0.4 6%
合計 6.9 100% 7.2 100%


















1) EU27では乾燥重量で年間約 10.13百万 t(2002～2007)が発生しており、このうち、ほ
ぼ 40%が農業利用と推定しているが、国によって状況は大きく異なる。 
2) USでは乾燥重量で年間約 7.18百万 t(2004)が発生しており、このうち、約 49%が農業








重金属名 日本 US EU
Part 503 EPA Directive Final Report
Table 1(*1) Table 3(*2) 86/278/EEC Option Ⅱ Option Ⅲ
As 50 75 41
Cd 5 85 39 20～40 10 5
Hg 2 57 17 16～25 10 5
Ni 300 420 420 300～400 300 50
Cr 500 1,000 150
Pb 100 840 300 750～1,200 750 250
Cu (*3)300 1,000～1,750 1,000 400
Zn (*3)900 2,500～4,000 2,500 600
*1 許容値(農地利用される全ての汚泥が超えてはならない)
*2 基準値(超えないものは高品質)


































達の促進を目的としている。国立環境研究所の調査では、2008 年において 35 道府県で定
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Cr、Cu、Zn は除去されやすく、溶存態のままの Ni、Mn は除去されにくいとの示唆を与












































































































































































小規模な連続酸洗浄処理プラントによる石炭灰の B除去が行われた結果 18), 19)、①B抽出
量は、酸抽出槽の平衡 pHに支配を受け、その平衡 pHの低下とともに増加する、②酸洗浄




























































































ァルト合材 1t につき最大で 20kg(混合率 2%)を混入、リサイクルを重ねても、アスファル




























































1999 年 2 月には日本建築学会から「フライアッシュを使用するコンクリートの調合設計･
施工指針(案)･同解説」が、4月には土木学会から「フライアッシュを用いたコンクリートの
施工指針(案)」が刊行されている。 











































スラグが 1997年に、電気炉酸化スラグも 2003年に JISが制定されている。一方、道路用
材料としては、1979年に鉄鋼スラグの JISが制定され、数回の改正を経て現在に至ってい
る。鉄鋼スラグ、非鉄金属スラグの JIS化の変遷を表 2-1にまとめて示す。 
表2-1　溶融スラグ骨材等のJIS化の変遷
規格番号 名称 制定・改正 廃止
JIS A





















5022 再生骨材Mを用いたコンクリート 2007/3/20制定  
 
 26 











とから、同協会では 2005年に制定された「スラグ類の化学物質試験方法(JIS K 0058-1,2)」
(環境 JIS法)に準じて、鉄鋼スラグ製品 JISに環境項目を織り込む改正を目指している。 
・金属製造工程起源スラグ 
以上まとめると以下のようになる。 














































































































































































































































合物が 1提案、Ⅱ) 道路用エコスラグが 5提案、Ⅲ) 下水汚泥焼却灰を用いたコンクリート
製品が 1提案、また、コンクリート骨材に関するものとして、Ⅳ) 再生骨材 Mを用いたコ













































61.3～63.6%(平均 62.4%)および結晶化スラグは 52.1～60.5%(平均 57.2%)であり、空冷ス
ラグが水砕スラグや結晶化スラグに比べ、高い傾向があった。また、すりへり減量は水砕































































































































































化学成分では、一般廃棄物溶融スラグは SiO2と CaO を多く含み、下水汚泥溶融スラグ


















SiO2 28.5 36.5 30.9
CaO 21.9 34.1 28.6
Al2O3 14.8 14.2 17.1
Fe2O3 15.4 7.6 5.5
P2O5 13.5 6.3 12.7
K2O 1.1 0.5 1.1
Na2O 1.2 0.2 0.7
MgO 2.9 1.5 2.0




































































































施設(ごみ 197施設、下水 18施設)であり、この 5年間、下水汚泥溶融施設の新設がないの
に比べ、ごみ溶融施設は着実に増加を続けている。ごみ溶融施設の溶融方式別内訳は、ガ
ス化溶融炉 99 施設、灰溶融炉 98 施設であり、関東地区では灰溶融方式が多く、中部地区
および九州地区ではガス化溶融方式が多い 46)。 
2007年度のごみスラグ生産量は 81.5万 tで、下水スラグ 3.9万 tを合わせると、エコス
ラグの全国生産量は 85.4万 tとなり、2000年度生産量(17.1万 t)の 5倍に伸びている。利
用の内訳は、有効利用が 69.8万 t(82%)、年度末でのストック量が 5.6万 t、利用せずに廃
棄された量が 10.0万 tであった。2004年度と比べると有効利用量(36.9万 t)は倍増すると






有償利用量は 2007年度で 46.2万 tとなっており、有償利用率は 54%になる。また、一般
廃棄物と産業廃棄物を同一の施設で混合溶融処理する施設が 25施設あるが、これらの施設
で生産されるスラグもエコスラグとして計上されており、その合計量は 26.3万 tで、ごみ
スラグ合計量 81.5万 tの 32%を占める。 
JIS化など利用促進対策とともに、各自治体の取組みもあり、エコスラグの有効利用の比











2007年度の時点で溶融炉 9施設が稼動し、その内訳は灰溶融炉 8施設(電気式 6炉、燃料式
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めており、公共用水域に対する下水道の影響は大きい。届出 30 物質と届出外 50 物質の計
80物質について、「下水道における化学物質排出量の把握と化学物質管理計画の策定等に関
するガイドライン(案)」(国土交通省都市・地域整備局、平成 17年 8 月) 2) に基づき、化学
物質流入量と水再生センターにおける排出係数を用いて推計が行われた 3)。その結果以下の
ことが示された。 
金属類 19 物質について流入源別にみると、家庭が約 67%、路面等が約 27%、事業場が
約 6%と推定された。金属類届出 10 物質の排出量合計は届出値と近い値になった。この結
果、化学物質流入量及び排出量の推定が妥当であると推察された。物質別にみると、排出





質と届出外 9物質を比較した結果を図 3-11) ,3) に示す。また、家庭系から排出されたものに
限定した結果を図 3-21) ,3) に示す。東京都の推定値では、Mn、Pb、Cu、Zn および Ba の
割合が高い結果となったが、名古屋市の測定値では Pbは比較的低く Cr、Niが高い結果と
なった。しかし、家庭系から排出されたものに限定すると、Pb、Cr および Ni が減少し、















































































図 3-1 金属類流入量(上段：届出 10 物質、下段：届出外 9 物質、単位：kg/年) 
金属類流入量(：名古屋市(家庭)測定値)
































































全国各地の 22 処理場より試料を取り寄せ、分析を行った。対象とした 21 下水処理場の
概要は表 3-1 に示すとおりであり、もう 1 箇所は汚泥処理場である。試料の種類は、流入
下水、放流水、脱水汚泥、焼却灰、溶融スラグ、コンポストとした。 
・詳細調査 
調査場所は某流域下水処理場とし、2002年 10月から 2003年 2月の 5ヶ月間、継続的に















表 3-1 全国調査で対象とした処理場の概要 
処理場名 処理区域 処理区域 排除方式 晴天時
面積 人口 平均下水量
(ha) (千人) (m3/日)
A 2,308 143 分流式(一部合流式) 56,118
B 2,045 128 分流式 48,609
C 4,782 236 分流式(一部合流式) 81,575
D 6,615 305 分流式 103,116
E 5,273 179 分流式(一部合流式) 64,989
F 13,796 1,260 分流式(一部合流式) 386,402
G 1,151 68 合流式(一部分流式) 78,689
H 1,665 125 分流式(一部合流式) 74,620
I 4,568 123 分流式 51,042
J 5,576 167 分流式 99,153
K 2,309 102 分流式 58,741
L 1,255 122 合流式 75,283
M 11,667 415 分流式 159,912
N 8,078 770 合流式(一部分流式) 550,080
O 4,745 441 分流式(一部合流式) 185,000
P 3,308 390 分流式(一部合流式) 120,000
Q 3,215 133 分流式 39,584
R 1,054 72 合流式(一部分流式) 82,278
S 2,234 190 分流式(一部合流式) 85,240
T 8,447 612 分流式 186,834






































分析対象重金属は、表 3-3 に示す元素とした。ただし Hg は ICP-MS 装置内に微少量残
留するため同時分析不可能であり、別途水銀分析計で測定を行った。また、In、Tl、Te は


















表 3-2 ICP-MS の分析条件 
 主要な機器調整項目
 高周波出力 1,200 W
 ガス流量 プラズマガス： 14±0.5 l/min
補助ガス　　： 0.8±0.2 l/min
キャリアガス： 0.84 l/min
 積分時間 1.000 sec
測定条件
 検量線濃度範囲 0～500 μg/l
 測定範囲 1～1,000 μg/l
 内部標準物質 Sc, Rh, Bi  
表 3-3 分析対象重金属 
元 素 元 素
記 号 記 号
亜鉛 Zn ニッケル Ni
アンチモン Sb バリウム Ba
カドミウム Cd 砒素 As
銀 Ag ベリリウム Be
クロム Cr ほう素 B
バナジウム V マンガン Mn
コバルト Co モリブデン Mo
水銀 Hg インジウム In
セレン Se タリウム Tl





表 3-4(1) 流入水および放流水の重金属含有量(全国調査) 
流入水 放流水
データ数 中央値 平均値 データ数 中央値 平均値
( - ) (μg/l) (μg/l) ( - ) (μg/l) (μg/l)
 Be        1 1.00 1.00 1 1.00 1.00
 B         22 109.72 159.50 22 75.61 140.13
 V         19 1.64 2.11 5 2.33 1.94
 Cr        22 5.00 8.66 7 2.28 2.87
 Mn        22 87.66 155.81 22 31.69 60.93
 Co        2 1.47 1.47 4 1.35 1.58
 Ni        22 9.33 27.72 22 3.28 17.52
 Cu        22 45.03 57.59 22 6.49 7.46
 Zn        22 107.18 158.40 22 38.04 44.41
 As        22 2.16 5.03 14 2.00 4.58
 Se        3 1.06 1.64 1 1.00 1.00
 Mo        22 2.55 3.03 21 2.12 2.82
 Ag        17 2.70 5.61 2 1.33 1.33
 Cd        3 2.02 2.49 1 1.00 1.00
 In        1 1.00 1.00 1 1.00 1.00
 Sb        3 1.41 1.33 2 2.10 2.10
 Te        1 1.00 1.00 1 1.00 1.00
 Ba        22 147.43 165.80 22 13.28 13.74
 Tl        1 1.00 1.00 1 1.00 1.00
 Pb        22 4.77 6.71 16 1.55 1.97
 Hg 1 0.50 0.50 1 0.50 0.50  
表 3-4(2) 脱水汚泥、焼却灰および溶融スラグの重金属含有量(全国調査) 
脱水汚泥 焼却灰 溶融スラグ
データ数 中央値 平均値 データ数 中央値 平均値 データ数 中央値 平均値
( - ) (mg/DSkg) (mg/DSkg) ( - ) (mg/DSkg) (mg/DSkg) ( - ) (mg/DSkg) (mg/DSkg)
 Be        23 0.5 0.5 11 0.8 0.9 9 0.8 1.4
 B         23 29.7 26.4 13 70.3 74.7 10 60.9 73.6
 V         23 13.5 16.2 13 60.1 66.1 10 79.8 83.0
 Cr        23 33.7 86.6 13 144.4 351.4 10 609.1 715.8
 Mn        23 397.2 469.4 13 1,217.7 1,840.2 10 1,271.3 1,940.9
 Co        23 3.3 4.0 13 18.0 36.3 10 19.7 21.1
 Ni        23 33.3 66.7 13 119.2 460.6 10 150.0 290.1
 Cu        23 306.1 338.6 13 1,492.6 1,812.9 10 1,150.5 1,303.3
 Zn        23 688.4 823.8 13 2,811.3 4,104.0 10 1,000.6 930.1
 As        23 6.0 12.3 13 28.5 56.1 10 1.5 26.7
 Se        23 2.6 3.0 13 2.1 3.0 10 0.5 1.2
 Mo        23 6.5 7.8 13 39.0 43.9 10 23.4 26.8
 Ag        23 24.3 30.1 13 147.5 200.3 10 20.3 42.2
 Cd        23 1.8 2.7 13 5.6 7.8 10 0.7 1.2
 In        23 0.5 0.7 13 1.6 2.4 10 0.6 0.9
 Sb        23 2.8 4.1 13 14.8 23.6 10 3.3 4.2
 Te        23 0.5 0.5 13 0.5 0.5 10 0.5 0.5
 Ba        23 848.0 1,049.5 13 5,588.0 5,982.8 10 4,087.2 4,747.1
 Tl        23 0.5 0.5 13 0.5 0.6 10 0.5 0.5
 Pb        23 36.5 44.3 13 127.1 137.4 10 31.1 42.8
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図 3-5 脱水汚泥と焼却灰(上段)･溶融スラグ(下段)中の重金属含有量 
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表 3-5(1) 流入水および放流水の重金属含有量(詳細調査) 
流入水 放流水
平均値 最大値 最小値 標準偏差 平均値 最大値 最小値 標準偏差
(μg/l) (μg/l) (μg/l) (μg/l) (μg/l) (μg/l) (μg/l) (μg/l)
 Be        － － － － － － － －
 B         99.11 112.49 75.65 14.55 98.91 110.22 78.50 13.79
 V         1.78 2.02 1.47 0.21 0.45 0.55 0.39 0.07
 Cr        6.30 8.46 4.81 1.55 0.94 1.71 0.62 0.46
 Mn        47.58 57.90 41.06 6.93 35.24 38.95 31.85 3.37
 Co        1.10 1.55 0.81 0.29 0.77 0.99 0.65 0.13
 Ni        76.36 99.56 51.08 19.29 50.77 67.88 41.53 10.75
 Cu        58.02 65.59 52.82 5.10 9.05 10.87 5.53 2.15
 Zn        86.36 105.31 60.97 16.47 36.68 43.05 29.94 4.67
 As        1.01 1.07 0.91 0.08 0.55 0.60 0.49 0.05
 Se        0.40 0.48 0.33 0.06 0.29 0.38 0.23 0.06
 Mo        3.43 4.38 2.70 0.72 2.91 4.02 2.08 0.74
 Ag        3.03 3.97 2.21 0.66 0.18 0.21 0.17 0.02
 Cd        0.12 0.15 0.08 0.03 0.02 0.06 0.00 0.03
 In        － － － － － － － －
 Sn        0.73 1.91 0.30 0.67 0.40 1.08 0.19 0.38
 Sb        0.34 0.41 0.26 0.06 0.06 0.07 0.06 0.01
 Te        － － － － － － － －
 Ba        147.55 171.87 90.33 32.85 13.67 16.26 11.63 1.92
 Tl        － － － － － － － －
 Pb        3.75 4.25 3.01 0.53 0.69 0.89 0.55 0.12
 Hg － － － － － － － －  
 
表 3-5(2) 脱水汚泥および焼却灰の重金属含有量(詳細調査) 
脱水汚泥 焼却灰
平均値 最大値 最小値 標準偏差 平均値 最大値 最小値 標準偏差
(mg/DSkg) (mg/DSkg) (mg/DSkg) (mg/DSkg) (mg/DSkg) (mg/DSkg) (mg/DSkg) (mg/DSkg)
 Be        － － － － 0.6 0.7 0.5 0.1
 B         9.3 12.1 7.5 1.8 59.6 77.9 36.7 13.4
 V         7.9 10.0 6.3 1.4 60.0 73.3 50.9 6.9
 Cr        21.1 23.9 18.1 2.1 157.1 202.6 123.9 24.0
 Mn        78.9 92.4 67.7 10.4 585.3 620.7 564.0 19.7
 Co        1.8 2.2 1.5 0.2 14.0 16.0 13.1 0.9
 Ni        81.0 92.0 66.9 10.7 600.3 658.0 498.0 60.9
 Cu        334.1 387.6 297.5 33.9 2,315.7 2,642.2 2,032.1 192.7
 Zn        297.2 329.6 257.0 29.6 2,153.7 2,336.9 1,950.8 132.2
 As        2.8 3.0 2.5 0.2 21.1 26.9 16.0 3.8
 Se        2.1 2.5 1.8 0.3 6.7 14.5 2.7 4.4
 Mo        4.1 4.5 3.8 0.4 28.9 34.1 25.9 2.5
 Ag        16.3 23.9 10.0 6.0 138.2 209.3 96.6 38.3
 Cd        0.9 0.9 0.7 0.1 5.3 6.1 4.1 0.6
 In        － － － － 1.5 1.7 1.2 0.2
 Sn        10.6 12.3 9.1 1.6 88.1 100.0 76.3 7.6
 Sb        1.8 2.2 1.5 0.3 13.3 14.4 12.0 0.8
 Te        － － － － － － － －
 Ba        859.8 1,206.3 438.6 305.3 6,445.3 9,589.8 3,363.7 2,119.7
 Tl        － － － － 0.9 1.3 0.7 0.2
 Pb        21.1 25.6 16.2 4.2 143.6 176.2 105.2 19.8












































































































他の研究者らによる既存データの範囲内にあった。ここで、山岸 6) と浅井ら 1) は家庭系排
水の下水処理場、寺町ら 7) と猶原ら 8) は団地下水処理場のデータである。 
また、脱水汚泥の重金属含有量に関しては、活性汚泥との比較となるため一概には言え
ないが、Be、B、V、Se、Mo、Ag、In、Sn、Sb、Te、Ba および Tl に関して、新たに重
金属濃度を示すことができた。脱水汚泥の重金属含有量を他の研究者のデータと比較する
と、本研究での全国調査および詳細調査のデータでNiが高く、既存データの約 7mg／DSkg










表 3-6 流入水中の重金属原単位(mg/人･日) 
山岸6) 寺町ら7) 猶原ら8) 浅井ら1) 全国調査 詳細調査
(1973) (1975) (2002) (2005) (2001) (2002)
Be 0.20 0.45
B 18.00 47.96 32.49
V 0.40 0.86 0.59
Cr 25.41 2.40 3.78 0.80 2.72 2.07
Mn 41.56 10.00 44.00 30.00 45.65 15.63
Co 0.73 0.86 0.36
Ni 23.35 0.73 41.50 2.10 3.97 25.07
Cu 55.64 12.00 42.25 19.00 20.92 19.07
Zn 230.10 39.00 274.75 33.00 48.15 28.41
As 0.44 1.09 0.49 1.07 0.33
Se 3.30 0.20 0.93 0.13
Mo 0.99 0.57 1.18 1.13
Ag 0.50 1.12 1.01
Cd 0.59 0.34 0.07 0.90 0.04
In 0.05 0.45
Sn 3.00 0.24
Sb 0.28 0.14 0.46 0.11
Te 0.17 0.45
Ba 80.00 67.20 48.81
Tl 0.20 0.45
Pb 2.70 17.65 1.30 2.73 1.23
Hg 0.10 0.29 0.80 0.22  
 
表 3-7 汚泥中の重金属含有量(mg/DSkg) 
山岸9) 寺町ら7) 全国調査 詳細調査




Cr 27 43 32 21
Mn 410 120 399 79
Co 0.7 3.2 1.8
Ni 7 7.2 29 81
Cu 240 275 316 334
Zn 1500 1270 690 297











Pb 66 7.5 35 21



















めと考えられる。Se の除去率については、全国調査の 100%に対して詳細調査では 25.7%
と大幅に低い値となっているが、全国調査では除去率の算出が可能なデータが 2 処理場の









































































図 3-9 SS 画分割合と除去率(全国調査) 
表 3-8 SS 画分割合と除去率(全国調査) 
SS画分割合(%) 除去率(%)
平均値 データ数 標準偏差 平均値 データ数 標準偏差
B 11.5 21 19.6 17.9 21 18.6
V 71.9 5 33.3 65.8 5 33.5
Cr 97.8 21 8.8 91.5 21 19.7
Mn 34.9 21 20.0 52.8 21 25.3
Ni 39.2 17 19.5 50.6 17 24.9
Cu 79.3 21 12.7 82.7 21 9.0
Zn 84.6 21 8.2 62.0 21 17.7
As 33.8 9 21.8 41.4 9 16.2
Se 100.0 2 0.0 100.0 2 0.0
Mo 41.8 10 15.1 22.0 10 21.6
Ag 92.2 16 16.2 94.1 16 23.6
Cd 100.0 3 0.0 100.0 3 0.0
Ba 90.1 21 6.8 90.6 21 4.3
Pb 100.0 21 0.0 76.4 21 28.1  
表 3-9 SS 画分割合と除去率(詳細調査) 
SS画分割合(%) 除去率(%)
平均値 最大値 最小値 標準偏差 平均値 最大値 最小値 標準偏差
 B         1.2 2.0 0.9 0.5 3.3 10.5 0.0 4.3
 V         28.5 32.1 22.0 3.8 74.4 78.2 69.1 3.6
 Cr        53.5 64.2 49.2 6.1 85.3 88.5 76.0 5.2
 Mn        4.4 4.8 3.9 0.4 25.4 32.7 21.2 5.2
 Co        11.4 13.1 9.5 1.6 28.4 36.2 15.0 9.0
 Ni        3.2 4.0 2.4 0.7 32.4 40.9 18.1 8.7
 Cu        34.5 45.6 5.8 16.4 84.4 89.5 80.6 3.5
 Zn        9.5 14.9 2.5 4.5 56.8 64.3 50.9 5.7
 As        12.9 14.5 9.2 2.2 45.5 48.1 43.6 2.4
 Se        33.6 36.8 30.2 2.6 25.7 51.2 5.1 17.4
 Mo        38.8 45.7 32.7 5.0 15.6 22.9 8.3 5.8
 Ag        78.1 84.6 74.2 4.1 93.7 95.7 91.9 1.5
 Sn        78.4 100.0 64.2 15.2 35.7 89.9 0.0 36.3
 Sb        89.3 100.0 83.5 9.3 82.0 83.7 80.0 1.9
 Ba        66.1 72.2 54.8 8.0 90.4 92.5 86.6 2.2
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図 3-11 SS 画分割合と除去率(一次処理) 
表 3-10  一次除去率と二次除去率(詳細調査) 
一次除去率(%) 二次除去率(%)
平均値 最大値 最小値 標準偏差 平均値 最大値 最小値 標準偏差
 B         5.8 9.9 2.8 3.7 8.1 14.3 1.9 8.8
 V         47.6 64.6 27.9 13.3 58.0 64.9 45.5 8.3
 Cr        63.3 77.1 49.3 11.9 60.4 77.0 6.5 30.2
 Mn        24.4 37.6 17.4 7.8 17.5 24.0 12.3 5.3
 Co        23.8 30.6 12.6 6.8 16.8 31.1 6.7 9.7
 Ni        20.0 23.9 13.7 4.4 22.6 31.8 11.9 7.8
 Cu        40.5 56.1 27.8 10.7 79.5 84.6 75.5 4.2
 Zn        40.4 56.0 22.8 12.0 39.0 48.7 31.6 6.7
 As        16.8 28.6 4.7 9.7 46.9 50.6 41.2 3.9
 Se        18.9 32.2 7.0 10.4 52.0 58.1 46.7 5.7
 Mo        12.8 25.8 2.3 9.9 14.8 25.9 3.8 9.9
 Ag        40.0 57.9 21.2 16.9 91.0 92.5 89.4 1.1
 Cd        64.0 70.0 58.1 8.4 - - - -
 Sn        73.1 90.0 49.4 17.4 - - - -
 Sb        48.3 73.3 11.5 23.3 89.8 100.0 67.5 14.8
 Ba        46.4 70.3 16.0 19.6 83.5 85.6 80.2 2.1




































































49.2 % 6.2 %  
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12.2 % 6.2 %
汚泥焼却
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36.0 % 3.1 %
汚泥焼却
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図 3-28 Pb の収支図 
表 3-11 重金属類の流入系、循環系および排出系の割合 
流入系 循環系 排出系 収支
流入下水 返流水 放流水 汚泥焼却 計
(1) (2) 焼却灰 排ガス (3) (3)/(1)
B 90.8% 9.2% 95.7% 1.2% 0.0% 96.9% 1.07
V 80.5% 19.5% 21.8% 65.3% 3.5% 90.6% 1.13
Cr 80.6% 19.4% 12.6% 49.2% 6.2% 68.0% 0.84
Mn 79.6% 20.4% 62.6% 23.1% 2.2% 87.9% 1.10
Co 84.2% 15.8% 63.6% 26.3% 0.8% 90.7% 1.08
Ni 87.3% 12.7% 62.0% 16.6% 1.9% 80.5% 0.92
Cu 75.3% 24.7% 12.5% 65.8% 10.5% 88.8% 1.18
Zn 79.6% 20.4% 36.5% 48.4% 4.8% 89.7% 1.13
As 77.1% 22.9% 44.1% 36.0% 3.1% 83.2% 1.08
Se 55.5% 44.5% 42.0% 12.2% 6.2% 60.4% 1.09
Mo 86.9% 13.1% 77.3% 17.8% 2.0% 97.1% 1.12
Ag 81.2% 18.8% 5.4% 80.7% 0.8% 86.9% 1.07
Cd 72.3% 27.7% 7.3% 61.4% 19.0% 87.7% 1.21
Sb 82.9% 17.1% 16.4% 63.6% 15.2% 95.2% 1.15
Ba 85.6% 14.4% 8.8% 72.4% 15.1% 96.3% 1.13
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低下により低沸点物質である As、Se が 90%以上除去されることが確認された。水銀に関
しては 10%台と低い値を示したが、吸着能力の高い活性炭を噴霧することにより 90%以上































Te、Tl および Hg のうち、In、Tl および Hg は脱水汚泥へ濃縮されて、濃度が一定の
分布を示す結果となった。 
3) 流入水の原単位と脱水汚泥の含有量を算出し、既存のデータとの比較を行った。その結
果、流入水では Bがやや高く、既存データの 18mg／人･日に対して、全国調査では 48mg
／人･日、詳細調査では 32 mg／人･日のオーダーであった。脱水汚泥ではNiが高く、
既存データの約 7mg／DSkgに対して、全国調査では 29mg／DSkg、詳細調査では 81 
mg／DSkg のオーダーであった。また、Zn が低く、既存データの 1,270～1,500mg／







5) 詳細調査により重金属の収支を計算した結果、B は 96%が、Mn、Co、Ni および Mo
は約 60-80%が放流水により排出されることが分かった。次に、Ag は 81%が焼却灰に
より、Cu、Cd、Sb、Ba および Pb は約 80-90%が焼却処理により排出されるが、Ag
以外は焼却処理のうち排ガス系負荷が約 10-20%と高いことが分かった。最後に、Seは























6) 山岸昻夫：下水処理場での重金属の挙動、第 9 回衛生工学研究討論会講演論文集、
pp.129-137、1973 (第 2章参考 1) 再掲) 
7) 寺町和宏、神山桂一：下水汚泥の重金属バックグランド－農業利用のために－、第 11
回衛生工学研究討論会講演論文集、pp.42-46、1975 (第 2章参考 2) 再掲) 
8) 猶原順、松岡千恵美、木村光子：生活排水中の生活用品由来の有害元素の分析、用水と










第 4章 下水汚泥リサイクル製品の品質向上 










































































































































189 374 271 741 746
































め、溶媒について HCｌおよび NaOHを用いて pHを 4～12に 5段階に制御する溶出試験
と、試料溶媒比の影響を検討するため、試料溶媒比を 1:10から 1:200まで変化させる溶出
試験を実施した。試料溶媒比の影響を検討する試験では溶媒を Ca(OH)2飽和溶液とし、高
pH 条件に保った。なお、球形灰は、通常より高温である 2,100℃および 1,550℃で処理し





表 4-4 溶出試験に用いた試料の性状 
平均粒径 比表面積 球状化率 備考
(μm) (m2/g) (%)
焼却灰 23.1 6.22 -
球形灰1 20.2 0.14 98.0 火炎温度：2,100度
球形灰2 22.4 0.30 94.4 火炎温度：1,550度
焼却灰 20.5 7.99 -
球形灰3 21.7 0.26 96.8 消石灰無添加
球形灰4 22.7 0.18 93.6 消石灰3%添加
球形灰5 26.5 0.17 93.0 消石灰5%添加  
表 4-5 溶出試験の条件 
溶出試験 試料 溶媒 重量体積比 時間 備考
(g) (ml) (h)
アルカリ崩壊に関する溶出試験 100 1000 1：10 24
ｐHを制御した溶出試験 100 1000 1：10 6 0.1N HCl NaOH
試料溶媒比に関する溶出試験 100 1000 1：10～1：100 24 Ca(OH)2飽和水
溶出特性改善に関する溶出試験 25 500 1：20 24 Ca(OH)2飽和水  
 
写真 4-1 球形灰の崩壊状況 
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あることから実施したものである。溶出試験は、溶媒を Ca(OH)2飽和溶液とし高 pH 条件
に保った。なお、球形灰は、消石灰の添加率を 0%、3%および 5%変化させた球形灰 3、球



















項目 単位 原灰 球形灰
強熱減量 ％（dry） 1.20 0.03
比重 g/cm3 2.45 2.30
比表面積 cm2/g 7632 2145
SiO2 ％（dry） 32.41 32.61
Al2O3 ％（dry） 16.49 16.95
Fe2O3 ％（dry） 4.15 3.85
CaO ％（dry） 10.26 10.62
MgO ％（dry） 3.69 3.05
K2O ％（dry） 2.71 3.21
Na2O ％（dry） 0.84 0.83
P2O5 ％（dry） 25.69 26.64
T-Cr mg/DSkg 120 120
Cr6+ mg/DSkg ＜2 ＜2 
Cd mg/DSkg 4.3 3.4
Zn mg/DSkg 2600 2500
Pb mg/DSkg 32 98
Hg mg/DSkg 0.08 ＜0.01 
As mg/DSkg 6.9 5.9
CN mg/DSkg ＜0.1 ＜0.1 



















































と球形灰 1および球形灰2の化学成分含有量を表 4-10に示す。球形灰 1および球形灰 2は、 
表4-8　下水汚泥粉体材料の化学成分と物理的性質
強熱減量 比重 比表面積 単位水量比 圧縮強度比 圧縮強度比
ﾌﾞﾚｰﾝ方法 28日 91日
(%) (cm2/g) (%) (%) (%)
球形灰A 0.0 2.52 1,620 92 67.6 71.5
球形灰B 0.0 2.34 2,280 91 72.6 72.8
粉砕水冷スラグ 0.0 2.86 3,130 96 72.6 90.7
粉砕空冷スラグ 0.0 3.16 3,480 96 81.4 95.1
JIS規格値 5以下 1.95以上 2,400以上 102以下 60以上 70以上  
 
表4-9　球形灰および溶融スラグ粉砕品の重金属溶出試験(単位：mg/l)
Pb Cd Hg Se As Cr6+
球形灰A N.D N.D N.D N.D 0.037 N.D
球形灰B N.D N.D N.D 0.092 0.028 N.D
粉砕水冷スラグ N.D N.D N.D 0.002 N.D N.D
粉砕空冷スラグ N.D N.D N.D 0.002 N.D N.D






溶出試験の結果について、溶出試験前後の溶媒中の CaO 濃度を図 4-3 に、K、Na、Al
および P の溶出率を「溶出量(mg/DSkg)／含有量(mg/DSkg)」と定義し、図 4-4 に示す。
Ca(OH)2飽和溶液を用いた溶出試験では、Ca が吸収されて溶媒中の CaO 濃度が試験前の
1,116mg/l から、試験後には球形灰 1 では 92mg/l(最終 pH11.75)まで、球形灰 2 では
91mg/l(最終 pH11.51)まで低下した。球形灰からは、K、Naおよび Alの溶出がみられたが、



















































図 4-3 溶出前後の CaO 濃度 
表 4-10 試料の化学成分含有量 
（重量％）
焼却灰 球形灰１ 球形灰２
Al2O3 11.9 14.9 15.6
BaO 0.5 0.5 0.6
CaO 7.0 8.3 8.8
CuO 0.2 0.2 0.2
Fe2O3 7.8 8.7 9.5
K2O 1.3 1.8 1.6
MgO 2.3 2.9 3.1
MnO 0.1 0.1 0.2
Na2O 0.5 1.0 0.8
Ni2O3 0.1 0.1 0.1
P2O5 17.1 19.3 20.0
SiO2 50.7 47.0 44.9
TiO2 0.2 0.6 0.7
ZnO 0.6 0.6 0.5




一方、CaSO4飽和溶液を用いた溶出試験では、Ca の吸収はみられず溶媒中の CaO 濃度
は試験前の 895mg/lから、試験後には球形灰 1では 931mg/l(最終 pH7.11)に、球形灰 2で
は 910mg/l(最終 pH7.65)にやや増加した。球形灰からは、K および Na の溶出がみられた












次に、図 4-6に pHを制御した溶出試験の最終 pHと Al2O3溶出率の関係を示す。図中の









































































最大 5%とした。なお、ここで反応性 Pとは、Ca(OH)2飽和溶液あるいはモルタル中で Ca
と反応できる Pをいう。 
 
3Ca(OH)2 + P2O5 → Ca3(PO4)2 + 3H2O 




















図 4-7 球形灰からの(KaO+Na2O)溶出率 
 83 
 
試験では、消石灰添加率が高いほど Ca 吸収量、Al 溶出量が低下する傾向がみられた。























































































































































































































ート用溶融スラグ骨材と道路用溶融スラグについて、表 5-1 と表 5-2 にその主な内容を示







































































































































































































































溶融スラグとしては空冷スラグ 1 種類(スラグ S)と結晶化溶融スラグ 2 種類(スラグ N、
スラグ K)の計 3 種類を対象とした。溶融スラグを砕石(茨城県桜川市産 硬質砂岩砕石)に
対して置換し、細骨材はいずれも陸砂(静岡県御前崎市産)を使用した。スランプおよび空気


















表 5-3 コンクリートの試験方法 
試験項目 試験方法
フレッシュコンクリートの試験
①スランプ試験 JIS A 1101　コンクリートのスランプ試験方法
②空気量試験 JIS A 1128　フレッシュコンクリートの空気量の圧力による試験方法(空気室圧力方法)
③温度 (棒状温度計にて計測)
硬化コンクリートの試験
①圧縮強度試験 JIS A 1108　コンクリートの圧縮強度試験方法
②引張強度試験 JIS A 1113　コンクリートの割裂引張強度試験方法
③曲げ強度試験 JIS A 1106　コンクリートの曲げ強度試験方法
④静弾性係数試験 JSCE-G502 コンクリートの静弾性係数試験方法
耐久性試験
①乾燥収縮試験 JIS A 1129　モルタル及びコンクリートの長さ変化試験方法
②凍結融解試験 JSCE-G501 コンクリートの凍結融解試験方法
③中性化試験(促進) JASS 5      高耐久性鉄筋コンクリート造設計施工指針(案)・同解説
　 付１．コンクリートの促進中性化試験方法(案)  
 
表 5-4 フレッシュコンクリート試験、硬化コンクリート試験 
年度 粗骨材種類 天然砕石 スラグN スラグS（石灰系） スラグS(高分子系) スラグK
置換率 0% 50% 70% 100% 30% 50% 30% 50% 50% 100%
水セメント比
2000 45% ○ ○ － ○ － － － － － －
55% ○ ○ － ○ － － － － － －
65% ○ ○ － ○ － － － － － －
2001 45% ○ ○ ○ － ○ ○ － ○ ○ ○
55% ○● ○ ○ － ○ ○● ○ ○ ○ ○
65% ○ － － － － － － － ○ ○
注) ●は高炉セメント使用(他は普通ポルトランドセメント使用)  
 
表 5-5 耐久性試験(乾燥収縮試験、凍結融解試験、促進中性化試験) 
年度 粗骨材種類 天然砕石 スラグN スラグS（石灰系） スラグS(高分子系) スラグK
置換率 0% 50% 70% 100% 30% 50% 30% 50% 50% 100%
水セメント比
2000 45% － － － － － － － － － －
55% ○ ○ － ○ － － － － － －
65% ○ － － ○ － － － － － －
2001 45% － ○ ○ － － － － － － △
55% ○● △ △ － ○ ○● － ○ ○ ○
65% － － － － － － － － △ △








に対して置換した。いずれの粗骨材も最大寸法は 20mmであり、粒度分布は JIS A 5005砕
石 2005を満足していた。細骨材はいずれも陸砂(静岡県御前崎市産)を使用し、そのスラン
プ、空気量および水セメント比はそれぞれ 8±2.5cm、4.5±1.5%および 55%であった。 
暴露試験地は、20℃の水中(標準状態)、暖地屋内、暖地屋外(以上千葉県佐倉市)と寒地屋








基礎物性試験結果を表 5-7 に、また、有害物質含有量の化学分析試験結果を表 5-8 に示
す。基礎物性は JIS規格値を、また、有害物質は含有量基準をそれぞれ満足していた。 
・フレッシュコンクリートの性状 






ト比 45%においては、置換率増加 50%に対し細骨材率は 2～2.5%減少した。一方、水セメ






れた。水セメント比 45%および 55%において、石灰系、高分子系ともに、置換率増加 20%
に対し細骨材率は 2%程度減少した。 




表 5-6 コンクリートの配合表 
スラグ スラグ 水 細骨材 単位量　(kg/m3)
種類等 置換率 ｾﾒﾝﾄ比 率 水 ｾﾒﾝﾄ 細骨材 粗骨材 スラグ
(%) (%) (%)
スラグN* 15mm 50 55.0 43.5 159 289 800 523 603
15mm 70 55.0 43.5 163 296 792 311 836
20mm 50 55.0 43.5 159 289 800 523 603
スラグS** 石灰N 50 55.0 41.0 162 295 748 545 563
石灰B 30 55.0 43.3 162 295 790 733 325
高分子N 50 55.0 37.0 162 295 675 582 601
スラグK 0 55.0 41.4 158 288 762 1,091 0
50 55.0 40.8 156 284 755 554 600




表 5-7 骨材の基礎物性試験 
細骨材 天然砕石 スラグN スラグS スラグK* 規格値**
石灰系 高分子系 結晶化前 結晶化後
表乾密度 (g/cm3) 2.61 2.64 3.03 2.73 2.73 - - -
絶乾密度 (g/cm3) 2.57 2.62 3.03 2.71 2.72 2.57 2.62 2.5以上
吸水率 (%) 1.43 0.84 0.1 0.61 0.52 0.1 0.19 3.0以下
全硫黄 (%) - - <0.1 0.2 < 0.1 0.047 0.054 2.0以下
三酸化硫黄 (%) - - <0.1 0.2 < 0.1 <0.1 <0.1 0.5以下
塩化物量 (%) - - <0.001 < 0.001 < 0.001 <0.001 <0.001 0.04以下
膨張量 (%) - - 0.00 0.08 0.08 -2 -1 -
*  H18分析(他はH14分析) **JIS A5031  
 
表 5-8 有害物質含有量の化学分析試験 
(単位：mg/kg)
スラグN スラグS* スラグK 含有量
結晶化前 結晶化後 基準
Cd 0.6 1.2 0 0 150
Pb 0.02 20 1 0 150
Cr(Ⅵ) 1 0.09 0 0 250
As 130 10 0.7 0.9 150
T-Hg 0 0.002 0.002 0.009 15
Se 0 0.06 0 1 150
F 180 220 110 0 4000
B 9 35 5 4 4000





骨材種類 溶融ｽﾗｸﾞ ｾﾒﾝﾄ 水 細骨材 単位量(kg/m3) AE減水剤 AE剤
置換率 種類 ｾﾒﾝﾄ比 率
(mm) (%) (%) (%) W C S G1 G2 (kg/m3) (kg/m3)
天然砕石 0 N 45 38.0 162 360 674 1107 0 0.900 0.007
5-20 50 N 45 36.0 166 369 632 566 652 0.922 0.007
5-20 100 N 45 33.5 170 378 582 0 1341 0.945 0.004
天然砕石 0 N 55 43.5 162 295 794 1040 0 0.738 0.006
5-20 50 N 55 43.5 166 302 787 515 594 0.755 0.006
5-20 100 N 55 43.5 170 309 780 0 1177 0.772 0.006
天然砕石 0 N 65 44.0 162 249 820 1052 0 0.622 0.005
5-20 50 N 65 44.0 166 255 813 522 601 0.638 0.005





骨材種類 溶融ｽﾗｸﾞ ｾﾒﾝﾄ 水 細骨材 単位量(kg/m3) AE減水剤 AE剤
置換率 種類 ｾﾒﾝﾄ比 率
(mm) (%) (%) (%) W C S G1 G2 (kg/m3) (kg/m3)
天然砕石 0 N 45 38.0 162 360 674 1107 - 0.900 0.007
5-15 50 N 45 36.0 160 356 642 574 661 0.889 0.016
5-15 70 N 45 36.0 161 358 639 344 924 0.894 0.017
天然砕石 0 N 55 43.5 162 295 794 1040 - 0.738 0.006
5-15 50 N 55 43.5 159 289 800 523 603 0.723 0.018
5-15 70 N 55 43.5 163 296 792 311 836 0.741 0.013
表5-11　選定されたコンクリートの配合(スラグS)
骨材種類 溶融ｽﾗｸﾞ ｾﾒﾝﾄ 水 細骨材 単位量(kg/m3) AE減水剤 AE剤
置換率 種類 ｾﾒﾝﾄ比 率
(%) (%) (%) W C S G1 G2 (kg/m3) (kg/m3)
天然砕石 0 N 45 37.7 156 346 679 1135 0 0.865 0.025
石灰系 30 N 45 41.3 162 360 732 737 326 0.900 0.016
石灰系 50 N 45 39.0 162 360 691 547 565 0.900 0.016
高分子系 50 N 45 35.0 162 360 620 583 602 0.900 0.020
天然砕石 0 N 55 41.4 158 288 762 1091 0 0.720 0.017
天然砕石 0 B 55 41.4 157 285 762 1091 0 0.713 0.018
石灰系 30 N 55 43.3 162 295 790 733 325 0.738 0.013
石灰系 50 N 55 41.0 162 295 748 545 563 0.738 0.012
石灰系 50 B 55 41.0 162 295 745 543 560 0.738 0.014
高分子系 30 N 55 40.8 162 295 745 765 339 0.738 0.014
高分子系 50 N 55 37.0 162 295 675 582 601 0.738 0.014
表5-12　選定されたコンクリートの配合(スラグK)
骨材種類 溶融ｽﾗｸﾞ ｾﾒﾝﾄ 水 細骨材 単位量(kg/m3) AE減水剤 AE剤
置換率 種類 ｾﾒﾝﾄ比 率
(%) (%) (%) W C S G1 G2 (kg/m3) (kg/m3)
天然砕石 0 N 45 37.7 156 346 679 1135 0 0.865 0.025
50 N 45 37.4 155 345 674 571 618 0.863 0.022
100 N 45 37.0 154 342 669 0 1248 0.855 0.021
天然砕石 0 N 55 41.4 158 288 762 1091 0 0.720 0.017
50 N 55 40.8 156 284 755 554 600 0.710 0.018
100 N 55 40.8 155 282 757 0 1203 0.705 0.017
天然砕石 0 N 65 45.0 159 245 844 1043 0 0.613 0.017
50 N 65 44.3 158 243 833 529 574 0.608 0.015


















3107.4 ×=    (式 5-1) 
ここに、E：静弾性係数(×104N/mm2)、Fc：コンクリートの圧縮強度(N/mm2) 
 












































































図 5-1 材齢と圧縮強度、引張強度および曲げ強度との関係(スラグ N) 


























































































































































































































次に、図 5-9、図 5-10にスラグ Nに関する凍結融解試験の結果を示す。 
図 5-9 に示すように、コンクリートの凍結融解抵抗性は、溶融スラグ置換率の増加に伴
い低下する傾向にあった。凍害に関するコンクリート構造物の性能を満足させるための相
対動弾性係数の最小限界値は一般の場合 60%とされる(平成 11 年版コンクリート標準示方
書[施工編]－耐久性照査型－)。置換率 100%では、凍結融解サイクル 150回で相対動弾性係









最後に、図 5-12、図 5-13に 2001年度のスラグ Nに関する凍結融解試験の結果を示す。
2001 年度は、耐久性向上の方法として、置換率を 50-70%とし、扁平なものが多い 15mm
以上の溶融スラグ骨材を除いて、凍結融解試験を行った。図 5-12に示すように、水セメン























図 5- 7 乾燥収縮試験(長さ変化率) 


















図 5- 9 凍結融解試験(相対動弾性係数) 






















図 5-11 促進中性化試験 





















図 5- 8 乾燥収縮試験(質量変化率) 





















図 5-10 凍結融解試験(質量減少率) 




続いて、図 5-14、図 5-15 にスラグ S に関する乾燥収縮試験の結果を示す。スラグ S で
も、乾燥収縮は溶融スラグ骨材を用いた配合の方が小さくなった。これは、もともと溶融
スラグ骨材の吸水率が小さいことに起因していると考えられる。 









続いて、図 5-19、図 5-20にスラグ Kに関する乾燥収縮試験の結果を示す。スラグ Kで
も、乾燥収縮は溶融スラグ骨材を用いた配合の方が小さくなった。これは、単位水量の減
少と、もともと溶融スラグ骨材の吸水率が小さいことに起因していると考えられる。 





次に、図 5-23にスラグ Kに関する促進中性化試験の結果を示す。日本建築学会 JASS 5
の高耐久性鉄筋コンクリート造設計施工指針(案)･同解説では、促進中性化試験における中


















図 5-13 乾燥収縮試験(質量変化率) 






















図 5-12 乾燥収縮試験(長さ変化率) 

























図 5-15 乾燥収縮試験(質量変化率) 






















図 5-17 凍結融解試験(質量減少率) 
















図 5-14 乾燥収縮試験(長さ変化率) 


















図 5-16 凍結融解試験(相対動弾性係数) 






















図 5-18 促進中性化試験 





















図 5-19 乾燥収縮試験(長さ変化率) 
























図 5-21 凍結融解試験(相対動弾性係数) 




















図 5-23 促進中性化試験 


















図 5-20 乾燥収縮試験(質量変化率) 
















図 5-22 凍結融解試験(質量減少率) 










とき置換率 70%において、また、最大寸法 20mmのとき置換率 50%において、凍結融解サ
イクル 300回で相対動弾性係数が 60%以下となったことから、この条件でも問題のないこ
とを屋外暴露試験(寒冷地を含む)で確認する必要がある。 























寸法 20mm以下で置換率 50%のもの(図 5-25)についても、15mm以下で置換率 50%のもの
とほぼ同様の強度が発現したため、形状改善の影響も明らかにはならなかった。 







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 5-28 圧縮強度(上段)、引張強度(中段)および曲げ強度(下段)(スラグ K) 
 110 
・耐久性試験 





























































































































































































































































































































溶融スラグの JIS規格は 2006年 7月 20日付けで制定され、JISマーク表示制度に基づ
く第三者認証制度が整備されたことにより、溶融スラグの安全性と信頼性を確保する仕組
みが確立された。アスファルト用溶融スラグ骨材の JIS マーク認証第一号は南魚沼市が




























て、JIS A 5308は 2009年 3月 20日に改正され、溶融スラグが使用できない旨明記される
 113 











さらに、日本工業標準調査会では、2010年 4月に JIS A 5031について意見受付公告を
実施。以下の点について、改正を行うとした。①コンクリートに悪影響を及ぼすと考えら
れる生石灰の粒等が完全に融解せずに残存する可能性があるので、適用範囲に溶融状態を
明確化した、②適用範囲において、JIS A 5308および A 5364(プレキャストコンクリート製
品)の最新版と整合させた、③溶融スラグを活用した場合にポップアウト、外観等の悪影響
を及ぼす可能性のある物質について、有害量含んではならない旨明確化した 11)。本内容に
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A 0017：2002、公表平成 14年 7月 20日、日本工業標準調査会標準部会土木技術専門委員
会審議 
3) 一般廃棄物、下水汚泥等の溶融固化物を用いたコンクリート用細骨材(コンクリート用溶
融スラグ細骨材)TR A 0016：2002、公表平成 14年 7月 20日、日本工業標準調査会標準部
会土木技術専門委員会審議 
4) 一般廃棄物、下水汚泥又はそれらの焼却灰を溶融固化した道路用溶融スラグ JIS A 
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5032：2006、平成 18年 7月 20日制定、日本工業標準調査会審議 
5) 一般廃棄物、下水汚泥又はそれらの焼却灰を溶融固化したコンクリート用溶融スラグ骨
材 JIS A 5031：2006、平成 18年 7月 20日制定、日本工業標準調査会審議 
6) 京都市 HP( http://www.city.kyoto.lg.jp ) 
7) 滋賀県 HP( http://www.pref.shiga.jp ) 
8) 兵庫県 HP( http://www.pref.hyogo.jp ) 
9) 六会（むつあい）コンクリート（株）が出荷した JIS規格に適合しないレディーミクス
トコンクリートの使用による建築基準法違反について、横浜市、2008年 8月 29日 
10) 六会コンクリート（株）が出荷したＪＩＳ規格に適合しないレディーミクストコンクリ


































LOTUS Project では焼却代替技術としてのプロセス技術開発が行われた。LOTUS 
Projectにおいて、＜スラッジ･ゼロ･ディスチャージ技術＞は「廃棄するよりも安いコスト















































































































LOTUS Project＜スラッジ･ゼロ･ディスチャージ技術＞の技術評価書 1) に基づいて、乾
燥造粒設備と活性炭化炉について、温暖化ガス削減効果の検討を行った。表 6-3 に示すよ
うに、技術評価書では流動焼却炉、乾燥造粒設備および活性炭化炉について、試算に用い
る脱水汚泥 1t 当たりの燃料使用量、電力使用量、N2O 発生量および CH4発生量が定めら
れた。また、CO2換算係数として次の値を用いている。 
 
灯油：2.5284kgCO2/L、A重油：2.6977kg CO2/L、電力：0.384kg CO2/kW 
N2O：310kg CO2/kg N2O、CH4：32kg CO2/ CH4 
 
以上より、脱水汚泥 1t当たりの温暖化ガス発生量は CO2換算量として、流動焼却炉、乾
燥造粒設備および活性炭化炉で、441.6kgCO2/t 脱水汚泥、239.6 kgCO2/t 脱水汚泥および
147.2 kgCO2/t脱水汚泥と算定できる。これらの値をもとに、A技術、B技術及び C技術に
関して、それぞれ実用化施設を想定し温暖化ガス発生量の試算を行った。 












消費量 CO2換算量 消費量 CO2換算量 消費量 CO2換算量
燃料使用量 L/t 47.0 118.9 80.3 216.5 38.5 97.4
電力使用量 kW/t 100 38.4 60 23.0 100 38.4
一酸化二窒素発生量 kg-N2O/t 0.915 283.6 0.0003 0.1 0.037 11.4
メタンガス発生量 kg-CH4/t 0.03595 0.7 0 0.0 0 0.0







E技術では 42,000m3／日から 200,000m3／日まで 4段階の処理場規模を想定し、生ごみ
投入量を 20t／日に固定している。また、F技術では 20,000m3／日から 100,000m3／日ま















図 6-1～図 6-4 に示すように、焼却と比較して A 技術では消化ガス未利用で 46%減、消
化ガス利用で 95%減、 B 技術では消化ガス未利用で 67%減、消化ガス利用で 89%減と、
流動焼却炉と比較して減量効果が大きく、特に消化ガス利用時に著しい効果があった。ま
た、C技術の温暖化ガス発生量は、従来の流動焼却炉と比較して横型メタン発酵層を新設す
る場合は 93%減、既設消化槽がある場合は 82%減であった。 





項目 単位 E技術 F技術
処理場規模 m3/日 42,000 70,000 130,000 200,000 20,000 50,000 100,000
生ごみ投入量 t/日 20 20 20 20 13 20 30
濃縮汚泥投入量 m3/日 209 349 647 996 100 250 500
消化ガス発生量 Nm3/日 7,440 10,012 15,522 21,951 3,949 7,847 14,090
7,563 10,216 15,902 22,536


































































































































図 6-5、図 6-6に示されるように、生ごみの混合割合が TS比で 10%増加するのに伴い汚
泥分解率も TSベースで 3%から４％程度向上した。さらに、図 6-5に示すように、E技術
では超音波処理による可溶化処理で汚泥分解率が TS ベースで 2%から 3%程度上積みされ
た。 
また、図 6-7、図 6-8は汚泥分解率に伴う消化ガス発生量の増加を示したものである。生





















y = 0.34 x + 0.43
























図 6-5 E 技術の汚泥分解率向上        図 6-6 F 技術の汚泥分解率向上 























y = 174 x + 597


























図 6-7 E 技術の消化ガス発生量        図 6-8 F 技術の消化ガス発生量 
 122 
ごみの混合割合が VS 比で 1%増加するのに伴い、消化ガスの発生量も 1t 投入 VS 当たり
1.6Nm3から 2.1Nm3増加する結果となった。さらに、図 6-7に示すように、E技術では超
音波処理による可溶化処理で消化ガス発生量が 1t投入 VS当たり 10Nm3から 15Nm3程度
上積みされた。 


























































輸送へ転換させることを検討したものである 7), 8)。 
海上輸送は、積み出し基地の確保、臭気対策等の設備で懸念材料が残る結果となった。





























































































































































図 6-11 無害化と資源化の概念図 
 
 



































分散型 集中型連携型  






























北海道 24,003 0 8.2% 0.0%
東北 8,448 2,748 2.9% 7.4%
関東 140,923 225 48.3% 0.6%
北陸 2,692 900 0.9% 2.4%
中部 30,046 836 10.3% 2.3%
近畿 75,049 30,135 25.7% 81.5%
中国 2,202 0 0.8% 0.0%
四国 1,620 0 0.6% 0.0%
九州 6,817 2,150 2.3% 5.8%
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1) 「下水汚泥資源化・先端技術誘導プロジェクト」(LOTUS Project)技術評価書、下水道
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11) 下水道におけるリン資源化検討会資料、(財)下水道新技術推進機構、2010 









































3) 詳細調査により重金属の収支を計算した結果、B は 96%が、Mn、Co、Ni および Mo
は約 60-80%が放流水により排出されることが分かった。次に、Ag は 81%が焼却灰に
より、Cu、Cd、Sb、Ba および Pb は約 80-90%が焼却処理により排出されるが、Ag
以外は焼却処理のうち排ガス系負荷が約 10-20%と高いことが分かった。最後に、Seは
45%が、Cu、Cdおよび Pbは約 25～30%が汚泥処理系の負荷であることが分かった。 
4) 流入水の原単位と脱水汚泥の含有量を算出し、既存のデータとの比較を行った。その結












の溶出もみられなくなった。このため、アルカリ性の環境で発生する Ca の吸収と Al
の溶出がアルカリ崩壊と関係があるものと考えられた。 
3) Al の溶出防止対策として、消石灰を予め添加した後に熱処理を行った球形灰を用いて









































































・ EU15：2004年までに EUに加盟した国 
・ EU12：EU新規加盟国 
・ 86/278EEC：1986年の ECの環境と浄化汚泥に関する指令 
・ 99/31/EC：1999年の ECの埋立処分場指令 
・ NEBRA：North East Biosolids and Residuals Association 






・ ASRT：Aerobic Sludge Retention Time(反応槽の好気性条件部分における固形物滞留
時間) 
・ 薬剤処理：薬剤処理により有害物の溶出抑制を行うもの 











・ TR：Technical Report(標準情報) 
・ JIS：Japanese Industrial Standards(日本工業規格) 
・ JAS：Japanese Agricultural Standards(日本農林規格) 
・ 粒形判定実績率：実績率とはある容器の中に入った砕石の占める容積の割合、粒形の判
定に用いられる、溶融スラグ粗骨材は 55%以上 










・ 単位水量比：天然砕石を用いたコンクリートに必要な水の量を 100%とした比率(%) 
・ 圧縮強度比：天然砕石を用いたコンクリートの強度を 100%とした比率(%) 





































から、さらに、取り組みを進めたものです。この間、久保忠雄 主任研究員、諏訪 守 主
任研究員、宮本綾子 研究員、宮本豊尚 研究員、野崎眞司 交流研究員、坪井博和 交
流研究員、望月淳 交流研究員、佐藤誠一 氏の諸兄には、一緒に実験、データ解析等に
取り組んでいただきました。また、渡部春樹 室長、森田弘昭 室長、鈴木 穣 上席研
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